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総 論 

１．計画策定の背景 

（１）計画策定の趣旨・目的 

 団塊の世代が７５歳以上になった２０２５年を迎え、少子高齢化の進行や経済・

雇用環境の変化による個人の価値観、生活様式の多様化、労働者人口の減少による

福祉人材不足など、これまでの福祉施策では、各種事案に対応しきれなくなること

が予想されています。 

 近年では、一人暮らしの高齢者の増加による孤独死や高齢者による高齢者の介護

（老老介護）、認知症高齢者の増加、ヤングケアラー、幼児や高齢者への虐待、大

人のひきこもりなどのさまざまな課題が浮き彫りとなり、支援が必要な方の課題は

多種・多様化しているとともに、複雑化・複合化もしています。 

 課題を解決するためには、住民の方や行政機関、関係機関等が互いの役割を明確

にし、横断的な対応をするなど、ともに助け合い、支え合う地域社会を基盤とした

体制や取り組みが必要になってきています。  

 これまでの福祉施策の「支え手」や「受け手」といった関係を超えた地域福祉の

推進が求められており、福祉や医療、教育などの専門機関のみならず、地域住民や

関係機関が一体となって地域課題の解決に取り組んでいくことが重要です。  

 本町においても、福祉施策の課題解決を図るため、子どもからお年寄り、障がい

を持つ方など全ての人が、自立を基本としながらも、地域コミュニティのつながり

により、助け合い、支え合う意識を強く持ち、住み慣れた地域の中で、心豊かに安

心して暮らし続けていける環境づくりとして、個人や家庭の努力（自助）、地域住

民同士の相互扶助（互助・共助）、公的な支援（公助）の連携による地域共生社会

の実現をめざして、「第３次枝幸町地域福祉計画」を策定します。  

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
   

 

  

「地域福祉」の概念図 
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住民や民間が計画・実行する範囲（地域福祉実践計画等） 

行政が計画・実行する範囲（地域福祉計画） 

▸共助は「お互いさま」の範囲に含まれる隣近所の助け合い (互助)

が発展・拡大することによって確立され、隣近所の関係が緊密

になり「共助社会」が形成される。  
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（２）地域福祉の状況 

少子高齢化が進んでいる状況の中、独居高齢者世帯などに多い社会的な孤立問

題とともに、老人クラブの加入や自治会活動等への参加率の低下など地域生活に

おけるコミュニティの希薄化問題にも直面しています。 

さらには、物価高騰の影響による福祉的な支援を必要とする方や生活困窮者の

増加などにより、支援のニーズが増大するとともに、これまで表面化してこなか

った課題も多く生じてきます。  

少子高齢化に関連して、介護が必要な方や認知症の高齢者が増加し、地域福祉

のネットワークづくりが大切になってきています。  

平均寿命が延伸し、「人生１００年時代」を迎えようとしていますが、生活習

慣病などの課題も多様化しており、保健予防分野では「第２次枝幸町健康増進計

画」の基本理念である『みんなでつくろう  健やか・枝幸』に沿った健康寿命の

延伸を図るための取り組みを進めているところです。  

地域において、誰もが安心して生活していけるようさまざまな課題へ重点的に

取り組む施策により、地域福祉の向上を図ることが重要です。  
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２．計画の位置づけ 

本計画は、「第2次枝幸町まちづくり計画」の分野別計画として位置付けられるも

ので、本町の将来像「こころが結ぶ『森と海』優しさと活気あふれる北の理想郷」の

実現に資する福祉政策の基本指針となるものです。  

また、地域福祉を一体的に推進する観点から、子ども・子育て中の方などを対象と

する「枝幸町子ども応援計画」（子ども・子育て支援事業計画）、障がいのある方を

対象とする「枝幸町障がい者福祉計画」（障がい者計画・障がい福祉計画、障がい児

福祉計画）、高齢者を対象とした「枝幸町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」

などの個別計画を内包し、共通する取り組みを大局的に見る福祉の基本計画とします。 

保健部門では、全ての住民を対象とする健康づくりに関わる「枝幸町健康増進計画」

のほか、「枝幸町国民健康保険特定健康診査等事業計画」、「枝幸町いのちを支えあ

う自殺対策計画」などが策定されています。  

『枝幸町地域福祉計画』は、『枝幸町健康増進計画』と双璧をなすとともに、こう

した個別計画を内包し、防災や都市計画などとも連携した幅広い計画とし、社会福祉

法第107条に規定する「市町村地域福祉計画」として位置づけられるものです。  

また、枝幸町社会福祉協議会が策定している、地域福祉活動を推進するための住民

活動計画である「地域福祉実践計画」と密接な相互連携を図りながら進めていくこと

とします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《福祉部門の計画》           《保健部門の計画》 
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枝幸町障がい者福祉計画 

(障がい者計画・障がい福祉計画・障がい児福祉計

画)  

連携 

第２次枝幸町まちづくり計画 

基本理念：「『優しさ』で包み込むまちづくり」 

基本目標：「ともに支えあい、健やかに暮らせるまちづくり」 

枝幸町高齢者保健福祉計画 

・介護保険事業計画 

枝幸町子ども応援計画 

（子ども・子育て支援事業計画） 

 

新・北海道保健医療福祉計画 

（地域福祉支援計画） 

《北海道》 

【関連する枝幸町の主な計画】 

▶枝幸町特定健康診査等実施計画 

▶枝幸町国民健康保険事業実施計画 

▶枝幸町地域防災計画 

▶枝幸町バリアフリー特定事業計画 など  
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３．地域福祉計画に盛り込む事項  

本計画においては、社会福祉法で規定されている、次の５つの事項の取り組みも

推進しつつ、本町の状況に沿った施策の展開を行うものとしますが、地域福祉の増

進をより効果的なものとするため、各福祉分野に共通する施策を示し、住民を中心

に包括的な支援体制の構築に関すること等について重点的に取り組んでいきます。  

なお、児童福祉・障がい者福祉・高齢者福祉等の分野ごとの詳細な施策について

は、各個別計画に委ねるものとします。  

 

地域福祉計画に盛り込むべき事項 

１ 地域における高齢者の福祉、障がい者の福祉、児童の福祉その他の福

祉に関し、共通して取り組むべき事項 

２ 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

３ 地域における社会福祉を目的とした事業の健全な発達に関する事項 

４ 地域福祉に関する活動への住民の参加に関する事項 

５ 包括的な支援体制の整備に関する事項 

 
 

４．ＳＤＧｓ 

ＳＤＧｓは、２０１５年９月の国連サミットで１５０を超える加盟国首脳の参加

のもと、全会一致で採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に掲

げられた、「持続可能な開発目標（SustainableDevelopmentGoals）」のことで

す。 

SDGｓは、先進国・途上国すべての国を対象に、経済・社会・環境の３つの側面

のバランスがとれた社会を目指す世界共通の目標として、17 のゴールとその課題ご

とに設定された１６９のターゲット（達成基準）から構成されます。  

本町においても、地域福祉計画策定に際し、ＳＤＧｓのゴールを明確にし、実現

に向け貢献していきます。
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５．計画の期間及び部門別計画 

本計画は、令和８年度～令和１２年度を計画期間とする5か年計画です。  

また、本計画が内包する部門別計画の計画期間については、次に示すとおりです。 

 

 

児童や障がいのある方、高齢者などを対象とした個別の具体的な取り組みや介護保

険など内包する具体的な施策等については、それぞれの部門別計画を参照願います。 

【地域福祉計画が内包する部門別計画】 

関連部門《各計画の所管課》 

 計画名称 
（根拠法が異なるが統合している計画） 

根 拠 法 

児童福祉部門《町民課》 

 枝幸町子ども応援計画 
（子ども・子育て支援事業計画） 

 
子ども・子育て支援法第６１条 

障がい福祉部門《保健福祉課》 

 
 

 

枝幸町障がい者福祉計画 
（障がい者計画） 
（障がい福祉計画） 
（障がい児福祉計画） 

障害者基本法第１１条(市町村障害者計画) 
障害者総合支援法第８８条(市町村障害福祉計画) 

児童福祉法第３３の２０（市町村障害児福祉計画） 

高齢者福祉部門《保健福祉課》 

 
 

枝幸町高齢者福祉計画・介護保険事業計画  
（高齢者福祉計画） 
（介護保険事業計画） 

 
老人福祉法第２０条の８(市町村老人福祉計画) 
介護保険法第１１７条 

  

 

  

年   度 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 

≪福祉部門≫  

枝幸町地域福祉計画  第２次  第３次  

≪保健部門≫  

枝幸町健康増進計画  第１次  第２次（R17まで）  

≪内包する部門別計画≫ 

枝幸町子ども・子育て支援事業計画  第２期  第３期 第 4期  

枝幸町障がい者基本計画 第４次 第５次（R14まで）  

枝幸町障がい福祉計画 第６次 第７次 第８次 第 9次  

枝幸町障がい児福祉計画 第２次 第３次 第４次 第 5次  

枝幸町高齢者保健福祉計画 第８期 第９期 第１０期 第 11期  

枝幸町介護保険事業計画 第８期 第９期 第１０期 第 11期  
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地域福祉を取り巻く現状 

１．人口等の動向 

（１）人口・世帯数 

本町の人口は減少傾向で推移しており、令和８年1月1日現在7,012人で、令 

  和４年対比で627人減少しています。また、世帯数については、各年毎に変動が  

  ありますが、令和4年の3,875世帯が令和８年には3,833世帯と42世帯減少し、 

平均世帯人員も1.97人から1.83人に減少しています。 

 

            「人口の動向」      住民基本台帳：各年1月1日現在 

区 分 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 

総 人 口 （人） 7,639 7,467 7,299 7,194 7,012 

 
男性 （人） 3,658 3,599 3,526 3,431 3,344 

女性 （人） 3,981 3,868 3,773 3,763 3,668 

世帯数 （世帯）     3,875 3,852 3,836 3,881 3,833 

平均世帯人員（人） 1.97 1.94 1.90 1.85 1.83 

 

    （人）      「人口の推移」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
       （世帯）     「世帯数の推移」 
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年少人口 生産年齢人口 高齢者人口

年少人口割合 生産年齢人口割合 高齢者人口割合

（２）少子化・高齢化 

総人口に占める0～14歳の年少人口比率が令和4年の9.79％から令和８年

には8.16％と1.63ポイント減少する一方で、65歳以上の高齢者人口比率は同

期間に35.80％から36.01％と0.21ポイント増加しており、少子化・高齢化

が進行しています。 

 

「年少人口、生産年齢人口、高齢者人口の割合及び合計特殊出生率」 

                         住民基本台帳：各年1月1日現在 

 

 

 

 

「総人口に占める各人口階層の割合」 

 

 

（人）                                                                           （％）   

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

  

区 分  令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 

総 人 口 （人） 7,639 7,467 7,299 7,194 7,012 

年少人口  （人） 748 702 656 594 572 

 割合 （％） 9.79 9.40 8.99 8.26 8.16 

生産年齢人口（人） 4,156 4,077 4,013 4,003 3,915 

 割合 （％） 54.41 54.60 54.98 55.64 55.83 

高齢者人口 （人） 2,735 2,688 2,630 2,597 2,525 

 割合 （％） 35.80 36.00 36.03 36.10 36.01 

※合計特殊出生率 厚生労働統計調査数値（ ― は未確定）  

全 国 1.26 1.20 1.15 ― ― 

  北海道    1.12    1.06 1.01     ―     ― 

※合計特殊出生率 

「15～49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの」女性一人が生涯に産

む子供の人数推移。人口維持に必要とされる水準は2.07とされている。  
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性別5歳階級別人口構造をみると、いわゆる戦後のベビーブームの世代（団

塊の世代）が7５歳に達し、70～74歳の集団においてもピークのひとつを形

成していることから、今後も数年間は高齢化が加速していくことが予測されま

す。 

また、前述のとおり、本町における年少人口は緩やかに減少する傾向にあり、

少子化傾向が進行していることがわかります。 

 

 

「性別５歳階級別人口構造」 住民基本台帳：令和8年1月1日現在 

 

 

             「性別５歳階級別人口構造」

 

 

 

0

50

100

150

200

250

300

350

男性 女性

区 分 
０～ 
４歳 

５～ 
９歳 

10～ 
14歳 

15～ 
19歳 

20～ 
24歳 

25～ 
29歳 

30～ 
34歳 

35～ 
39歳 

40～ 
44歳 

年齢別計（人） 159 194 219 288 338 352 333 320 351 

男性（人） 85 92 119 142 150 173 161 165 193 

女性（人） 74 102 100 146 188 179 172 155 158 

区 分 
45～ 
49歳 

50～ 
54歳 

55～ 
59歳 

60～ 
64歳 

65～ 
69歳 

70～ 
74歳 

75～ 
79歳 

80～ 
84歳 

85～ 
89歳 

年齢別計（人） 428 553 453 499 470 583 590 406 282 

男性（人） 226 311 221 234 233 250 271 162 107 

女性（人） 202 242 232 265 237 333 319 244 175 

区 分 
90～ 
94歳 

95～ 
100歳 

100～ 
104歳 

105～ 
110歳 

111歳 
以上 

 
合計 

年齢別計（人） 137 51 6 0 0  7,012 

男性（人） 37 11 1 0 0  3,344 

女性（人） 100 40 5 0 0  3,668 
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（３）障がいのある人 

本町の障がいのある方々（障害者手帳等の保持者）は、令和7年で539人と

なっており、障がい種別では身体障がい者397人、知的障がい者113人、精神

障がい者29人となっています。 

なお、障がいがあっても手帳を取得していない方や、発達障がい、高次脳機

能障がい、難病のある方等、現行の障害認定基準では手帳取得要件を満たしに

くい方もいます。 

 

「障がい者数（障害者手帳等の保持者数）」 

                       各年4月1日現在 

               （参考資料：障害者虐待防止法に基づく対応状況等に関する調査票） 

 

「総人口に占める障がい者の割合」 

 

 

（人）                                      （％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区 分  令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 

総 人 口  （人） 7,746 7,486 7,327 7,192 7,087 

身体障がい者 （人） 501 478 435 424 397 

 割合 （％） 6.47 6.39 5.94 5.90 5.60 

知的障がい者 （人） 110 109 106 118 113 

 割合 （％） 1.42 1.46 1.45 1.64 1.59 

精神障がい者（人） 28 30 33 32 29 

 割合 （％） 0.36 0.40 0.45 0.44 0.41 

障がい者 計  （人） 639 617 574 574 539 

 割合 （％） 8.25 8.25 7.84 7.98 7.60 
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（４）出生数・園児数・児童数・生徒数  

本町の出生数・保育所・幼稚園・認定こども園の園児数、小学校児童数、中

学校生徒数は、下記のとおり推移しています。 

出生数なども一時的に増加している年度もありますが、少子化傾向が進行し

ていることがわかります。  

                           各年度４月２日～４月１日 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

出生数（人）     44     35      45     33     32 

 

 

                              各年度４月１日現在 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

保育所・幼

稚園・認定

こども園の

園児数（人） 

176     169     159     156     138 

 

 

                              各年度４月１日現在 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

小学校児童

数（人） 
296 273 275 259 262 

 

 

                              各年度４月１日現在 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

中学校生徒

数（人） 
202 195 160 145 125 
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（５）介護保険要介護・要支援認定者数  

本町の介護保険の要介護・要支援者の認定者数は減少傾向でありましたが、

令和５年度以降、要支援者は微増しているのがわかります。  

                              各年度末現在 

 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

要支援１ 103 人 119 人 118 人 122 人 120 人 

割合（％） 18.04％ 21.52％ 22.65％ 23.19％ 22.73％ 

要支援２ 56 人 46 人 50 人 56 人 51 人 

割合（％） 9.81％ 8.32％ 9.60％ 10.65％ 9.66％ 

要介護１ 116 人 107 人 107 人 96 人 102 人 

割合（％） 20.31％ 19.35％ 20.54％ 18.25％ 19.32％ 

要介護２ 91 人 72 人 65 人 65 人 64 人 

割合（％） 15.94％ 13.02％ 12.48％ 12.36％ 12.12％ 

要介護３ 78 人 83 人 79 人 73 人 80 人 

割合（％） 13.66％ 15.01％ 15.16％ 13.88％ 15.15％ 

要介護４ 89 人 85 人 69 人 77 人 74 人 

割合（％） 15.59％ 15.37％ 13.24％ 14.64％ 14.01％ 

要介護５ 38 人 41 人 33 人 37 人 37 人 

割合（％） 6.65％ 7.41％ 6.33％ 7.03％ 7.01％ 

合 計 571 人 553 人 521 人 526 人 528 人 

 



『枝幸町地域福祉計画』 

１２ 

２．地域福祉関連施設の状況 

ここでは、本町にある地域福祉関連施設について整理しました。 
                            令和7年4月1日現在 

≪関係福祉法人等≫ ▶社会福祉法人 枝幸町社会福祉協議会 

▶社会福祉法人 枝幸福祉会 

▶社会福祉法人 歌登福祉会 

▶ＮＰＯ法人  南宗谷ひだまりの会 

 

 

 

施設分類 住   所 電話番号 

子ども子育て福祉関連施設 

【公共施設】 

・枝幸町認定こども園 

・こども家庭センター 

・南宗谷子ども通園センター 

・枝幸地域子育て支援センター 

・りすのひろば 

・歌登保育所 

・歌登地域子育て支援センター 

・歌登こどもセンター 

・音標保育所 

・枝幸学童保育所 

・歌登学童保育所 

・子育てサポートセンター 

にじの森 

・各小学校(６校)・各中学校(３校) 

 

 

枝幸町三笠町６２０番地１ 

枝幸町三笠町７７２番地１２ 

枝幸町三笠町７７２番地１２ 

枝幸町三笠町６２０番地１ 

枝幸町三笠町７７２番地１２ 

枝幸町歌登南町１０７６番地１０ 

枝幸町歌登南町１０７６番地１０ 

枝幸町歌登南町１０７６番地１０ 

枝幸町音標１０８８番地２ 

枝幸町新栄町６２７番地 

枝幸町歌登南町１０７６番地１０ 

 

枝幸町栄町８７５番地１ 

 

 

 

 

６２－１５０４ 

６２－２２００ 

６２－３３７６ 

６２－１４１４ 

６２－１３８４ 

６８－２３６４ 

６８－２３６４ 

６８－２３６４ 

６６－１０２４ 

６２－１３８２ 

６８－２３６４ 

 

６４－７７１７ 

 

 

 

障がい者福祉関連施設 

【公共施設】 

・枝幸町地域活動支援センター 

【民間施設】 

・ワークセンター南宗谷ひだまり 

・共生型グループホームともいき 

・グループホーム ぽえっと 

・障がい者相談支援センター 

ぴーぷる 

 

枝幸町新栄町３１４番地１ 

 

枝幸町新栄町３１４番地１ 

枝幸町新栄町７９０番地３ 

枝幸町新栄町１４９２番地 

枝幸町北栄町１４７４番地１ 

 

６２－２７７３ 

 

６２－２７７３ 

６２－２２６６ 

６２－２３９９ 

070-5579-7310 

高齢者福祉関連施設 

【公共施設】 

・枝幸町高齢者センター 

・枝幸町地域包括支援センター 

【民間施設】 

・特別養護老人ホーム枝幸苑 

・デイサービスセンター枝幸苑 

・特別養護老人ホーム歌翠園 

・デイサービスセンター歌翠園 

・歌登介護サービスセンター 

 

枝幸町北栄町１４７４番地１ 

枝幸町北栄町１４７４番地１ 

 

枝幸町三笠町１６１１番地４３ 

枝幸町三笠町１６１１番地４３ 

枝幸町歌登桧垣町１４２番地 

枝幸町歌登桧垣町１４２番地 

枝幸町歌登桧垣町１４２番地 

 

６２－４６５２ 

６２－４６６０ 

 

６２－４０３８ 

６２－４１４２ 

６８－３０３１ 

６８－３０６６ 

６８－３０６７ 

その他の関連施設   

【民間施設】 

・生活保護法歌登授産施設 

 

枝幸町歌登桧垣町１４２番地 

 

６８－３４２２ 
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基本理念と基本目標 
 

１．基本理念 

地域福祉は、子ども、高齢者、障がいのある方といった限られた人だけを対象

とするものではなく、地域に暮らすすべての人が支え合い、生きがいを持って生

活していくためのものです。  

少子高齢化・単身世帯の増加などに起因する、近年の「孤独・孤立」という言

葉にあるように、地域のつながりや家族・親族のつながり等が薄れている中、社

会構造の変化などにより、さまざまな課題が絡み合い複雑化しています。  

これらの様々な課題を『我が事』と捉え、住民、地域団体、事業者といった地

域全体が『丸ごと』つながり、支えあう取り組みが重要であり、住民の生活課題

を共通の意識と視点を持って解決できる体制を構築することが必要となります。  

支援の「支え手」「受け手」という関係を超えて、つながり・助け合い・支え

合いの輪を広げるため、本計画の策定にあたっては、「第２次枝幸町地域福祉計

画」の基本理念を踏襲していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

  

《基本理念》 
『優しさ』で包み込むまちづくり 

 
 
住民の自然を大切にしたいと思う優しさや家族や友人・知人を大

事にしたいと思う優しさは、何ものにも代えがたい財産です。 

この地に住む高齢者をはじめ、障がい者、子ども、支援を必要と

する方を含め、すべての住民が一体となり、豊かで美しい本町の自

然と人を「『優しさ』で包み込むまちづくり」を進めます。 

 

（第２次枝幸町まちづくり計画）  



『枝幸町地域福祉計画』 

１４ 

２．基本目標 

基本目標においても、基本理念と同様に「第２次枝幸町地域福祉計画」の基本

理念を踏襲することとし、まちぐるみで支え合い、助け合い、高齢者や障がいの

ある方などを地域で見守り、地域で子どもを育て、住民みんなが心と身体の健康

増進に積極的に取り組み、生きがいを持って生活する「ともに支えあい、健やか

に暮らせるまちづくり」を地域福祉の基本目標に掲げ、次の4つの行動目標の実

現に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［行動目標１］  

 

 

 

［行動目標２］ 

 

 

 

［行動目標３］ 

 

 

 

［行動目標４］ 

 

  

地域に関心を持ち、活躍できる人づくり  

お互いさまで支え合い、つながる地域づくり 

誰もが安心して暮らせる仕組みづくり  

福祉を推進していくためのまちづくり  

《基本目標》 
ともに支えあい、健やかに暮らせるまちづくり  

 
住み慣れた地域で、健康で安心して暮らし、必要な医療サービス

が受けられる体制が確保されています。  

また、支援が必要な人をまちぐるみで支え合う福祉体制が構築さ

れ、高齢者や障がい者はもちろん、安心して出産・子育てができる

環境が整っています。 

私たちは、そのような「ともに支えあい、健やかに暮らせるまち」

を創ります。 

 （第２次枝幸町まちづくり計画）  
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［行動目標１］ 

 地域に関心を持ち、活躍できる人づくり  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●誰一人取り残さない地域づくり 

・住民一人ひとりが支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを

育成し、地域共生社会の実現に向けて取り組みを進めていきます。 

・さまざまな地域行事やサロン活動などの機会を通じて、住民同士のつながりを

促進し、福祉意識の啓発をめざしていきます。  

・性別、年齢、国籍、能力、障がいなどにとらわれることなく、お互いの存在を

認め合い、互いに尊重し合えるような環境を整備していきます。  

・未来を担う子どもの幸せを社会全体で支援するとともに、家庭、学校、地域が

一体となって子どもの居場所づくりや学習機会等の提供に努めていきます。 

・障がい児教育の充実や就労支援体制の充実等に取り組んでいきます。  

 

●協働による地域福祉活動の支援 

・住民参加による地域課題を解決する事業・活動へ支援していきます。  

・地域コミュニティの推進のため、地域の実情や特性に合わせた展開を行ってい

きます。 

・社会福祉法人やNPO法人等の地域貢献事業を推進していきます。  

・社会福祉協議会が策定した住民活動計画である「地域福祉実践計画」と連携し

て地域福祉を推進していきます。  

・地域福祉計画の推進・進捗管理体制について、各部門別計画策定 (検証)委員会

等や地域福祉計画策定庁内委員会での検討を含め、庁内組織のつながりや、関

係機関等との連携体制について、いっそうの強化に努めていきます。  

 

●福祉人材の確保・育成・定着策の強化 

・福祉人材の確保・育成・定着策への関係機関の参画を推進します。  

・枝幸町医療技術者等修学資金貸付制度（介護福祉士、社会福祉士）や介護福祉

士資格取得研修費助成制度、外国人介護人材育成支援協議会奨学金制度により、

福祉人材の確保に努めます。  

・福祉体験の機会の創出や職業としての福祉の魅力発信に努めます。  

施策の方向 

地域福祉は、行政だけでは住民が抱える課題を解決することが難しく、支え手や

受け手といった関係を超えて、地域住民が相互に寄り添い支え合うことが重要です。 

また、地域における課題は多様化・複雑化しており、今後ますます、少子高齢化

の影響を受け、人材不足に陥ることが想定されます。そのため地域住民の協力・協

働による課題解決への取り組みを支援し、地域福祉の基盤を創ります。  
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・地域における福祉人材育成や人的資源の活用のため、退職後、地域に戻ってき

た方々の知識・経験等を活かす仕組みづくりや、自主グループへの支援体制の

あり方を検討していきます。  

 

 

［行動目標２］ 

 お互いさまで支え合い・つながる地域づくり  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●生活支援体制整備の強化・充実 

・生活支援を必要とする方に対してきめ細やかな対応ができるよう、関係機関で

の情報の共有を図るなど、生活支援体制の強化を図っていきます。 

・福祉、子育て、介護、保健、医療の各種支援について、それぞれの分野での連

携を図り、把握が困難な高齢者の情報も適切にとらえるとともに、積極的な働

きかけ（アウトリーチ）に努めていきます。 

 

●情報収集・提供体制の充実 

・支援が必要な方に必要な情報提供ができるよう、地域ケーブルＴＶ（EOS）や

広報えさしの効果的な活用や、多様な媒体（冊子、ホームページ等）による情

報提供の充実など、既存広報媒体の最適な活用をめざしていきます。  

・音声読み上げコードの活用や、手話通訳者の養成等、障がい特性に配慮した情

報提供の充実に努めていきます。  

 

●医療・介護サービス事業所の情報連携 

・国民健康保険病院や介護サービス事業所、訪問看護事業所などの複数の医療・

介護サービスを利用する高齢者の情報を集約・共有することで、最適なサービ

スを提供できるよう、医療・介護連携システム（メルタス）を活用し、情報連

携の充実に努めていきます。 

 

 

 

施策の方向 

７５歳以上の高齢者の人口は増加する見込みと予想されており、そのため、高齢者

の一人暮らしや高齢夫婦のみの世帯が増加していくこととなり、医療や介護だけでは

なく、さまざまな生活支援を必要とする人が増えていくこととなります。 

元気な高齢者をはじめ、地域の人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながり、

住民一人ひとりの暮らしに寄り添う地域づくりが求められています。 
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［行動目標３］ 

 誰もが安心して暮らせる仕組みづくり  

 

 

 

 

  

 

 

 

●保健・福祉に対する意識の向上 

・身近な地域で健康増進への意識の向上を図るとともに、国民健康保険病院及び

各歯科医院、訪問看護ステーションなど健康に関わる他の団体との連携を強化

していきます。 

・高齢者が住み慣れた地域でいつまでも自立した生活を送ることができるよう介

護予防事業を推進し、住民の意識啓発を図っていきます。  

 

●こころとからだの健康増進 

・枝幸町健康増進計画の「自分の健康は自分で守る」を基本に、住民の主体的な

健康づくりを支援していきます。  

・保健、医療、福祉、介護の一体的な強化・連携を推進していきます。  

 

●地域生活を支える福祉サービスの充実 

・高齢者や障がいのある方の地域生活を支えるサービスの充実や、自立を促す支

援体制の整備を進めていきます。  

・「こども家庭センター」、「南宗谷子ども通園センター」、「枝幸地域子育て

支援センター」、「歌登地域子育て支援センター」など、地域における子育て

支援サービスの充実を図っていきます。  

・障がいのある方などの個人の特性に応じた雇用・就労支援に努めます。  

 

●見守り体制の充実 

・地域での見守り体制を支えている、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、ボ

ランティア連絡協議会等の活動を支援していきます。  

・「枝幸町地域包括支援センター」と関係団体の連携を強化し、地域における高

齢者の見守りと自立支援のネットワークの構築をめざしていきます。  

・子どもを事故・犯罪等から守るため、学校、家庭、地域等が協力して、地域の

見守り活動や安全対策の推進を実施していきます。  

 

 

住み慣れた地域で、生きがいを持って暮らしていけるよう、健康に関する意識の向

上や健康増進のための活動を進めるとともに、地域生活を支える福祉サービスの充実

や安心した地域生活を送るための見守り活動や権利擁護体制の充実を図ります。  

施策の方向 
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●権利擁護体制の充実 

・認知症高齢者、障がいのある方、児童等の権利擁護の充実を図るため、成年後

見制度の利用支援（第４章に掲載）や虐待防止対策の強化を図っていきます。  

・必要な方へ円滑な支援が行われるよう、関係機関との多職種連携を進めていき

ます。 

 

●生活困窮者支援体制の充実 

・厳しい雇用情勢や、家族・地域のつながりの希薄化を受けて、経済的に困窮し

たり、社会的に孤立したりする人を、早期に手助けし、自立につなげる「生活

困窮者支援制度」の推進を図っていきます。  

・困窮者向けの総合相談窓口を設置し、個別に支援計画を立て、自立まで継続的

にサポートするため、地域の関係機関と連携して支援体制の構築を図っていき

ます。 

・物価高騰などの影響により、緊急的に生活が困窮している場合には、関係機関

と情報共有と連携を図り、最大限の支援を行うよう配慮し、緊急援助物資（防

災用備蓄品）などの提供も検討します。 

  

［行動目標４］ 

 福祉を推進していくためのまちづくり  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●災害時要支援者を守るための対策強化 

・地域のつながりを強めることで、平常時や災害時等に円滑な支援を行えるよう、

「避難行動要支援者名簿」の整備を進めていきます。  

・災害に備えた準備・災害時の迅速な避難につながる「自助」の意識啓発に努め

ます。 

・その他、総務課防災担当と連携し、『枝幸町地域防災計画』等に沿って、要支

援者にとって必要な支援体制の整備を進めていきます。  

 

「人に優しいまち」の整備をソフト・ハードの両面から、地域福祉の推進を図り

ます。 

また、災害に強いまちづくりをめざし、要支援者の適切な把握、住民や関係機関

との情報共有、協力、連携体制を整えることにより、非常時の対応がスムーズなも

のとなることから防災による福祉活動の推進に努めていきます。 

地域における世代間交流や高齢者や障がいのある方といった枠にとらわれない交

流や居場所づくりについても促進していきます。  

施策の方向 



『枝幸町地域福祉計画』 

 

１９ 

●地域における介護サービス事業所の育成と充実 

・介護サービス事業者や福祉施設に対して「第三者評価」の受審を促すことや、

事業者同士の連携体制の構築を担う体制づくりを進めるなど、サービスの質の

向上のための体制づくりを進めていきます。  

 

●基盤的施設整備の多面的・有効的活用 

・地域に根付いた施設としてその利用促進を図ることや、豊かな地域生活を送れ

るように地域における施設の整備や有効活用について検討していきます。  

・気軽に立ち寄り、年代や障がいの有無にかかわらずさまざまな人と交流できる

よう、地域における活動の場や交流の場の確保について検討していきます。  

・「枝幸町バリアフリー特定事業計画」等に沿った、誰にでも優しいまちづくり

を推進していきます。 

・誰もがまちの中で不自由なく活動できるよう、※バリアフリー化を進めるとと

もに、※ユニバーサルデザインによるまちづくりを推進していきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●福祉施設の整備 

  ・令和５年に整備された「枝幸町認定こども園」、「こども家庭センター」、平

成３０年に整備された子育てサポート拠点施設「にじの森」は、将来にわたり

子育て支援の重要な拠点施設としての役割を担っていることから、保育士など

の人材確保を図り、適正な利用と有効的な活用などの推進に取り組みます。  

  ・令和１０年～令和１１年に供用開始予定の障害者福祉施設は、町と運営事業者

が協議し、障がいの有無にかかわらず、さまざまな人が交流できる施設として

整備するとともに、本計画期間中の令和１１年度以降若しくは次期計画の令和

１３年以降で、有効的な活用方策などについて検討します。 

  ・団塊の世代が７５歳以上となり、階級別人口構造で、高齢者人口が数年後まで

一定程度増加することが予想されており、将来的な福祉人材の不足や人口の減

少なども考慮し、必要な施設整備の検討を図っていくとともに、類似施設の統

廃合なども視野に入れながら、誰もが安心して暮らせるよう検討・協議を行い

ます。 

 

 

 

 

※バリアフリー 

高齢者や障がい者の自立と社会参加の妨げとなる障壁（バリア）を取り除くこと。  

※ユニバーサルデザイン 

特定の年齢・性別・国籍・心身状態の人を対象とするのではなく、さまざまな違いを超え

てすべての人のことを念頭に置いて考慮し、計画・設計することや、そのようにしたものの

ことをいいます。「バリアフリー」が元々あったバリア（障壁）を事後的に取り除く考え方

のことであるのに対して、「ユニバーサルデザイン」は、事前の対策として性別や年齢、ハ

ンディの有無にかかわらずすべての人にとって安全で快適、使いやすいことをめざす考え方

のことをいいます。 
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３．重点施策 

 ■ 住民・地域団体・行政の地域福祉における協働のあり方    

多様化した地域福祉に関する課題に対応するためには、住民や地域団体、行政が

お互いの責任と役割を認識し合いながら、対等な立場に立った地域福祉の取り組み

を行っていく必要があります。そのような助け合いの地域づくりの実現に向け、住

民による主体的な活動や地域コミュニティ活動の活性化や、そのための仕組みづく

りの検討を行います。 

また、退職して地域に戻られた方や元気な高齢者の方の中には、これまで培って

きた知識・経験・技術・ネットワーク等を持った方が数多くいらっしゃいます。こ

れらの世代を含めた地域の方々に、福祉における社会資源として、より活躍しても

らうための意識啓発や情報提供等の仕組みづくりを進めていきます。これらの協働

体制を進めていくために、これまでの組織の枠組みにとらわれない横断的な取り組

みを行っていきます。 

 

 ■ 相談体制等の整備                     

来庁された方に適切なサービスを実施していくため、「ワンストップサービス」

を意識し実践していきます。近年の相談内容の多様化などから、関係所管や医療と

介護の一体的連携の強化が重要となっています。  

これらのことから、住民の利便性をより向上させ、相談される方が必要とする情

報を円滑に提供できるよう、相談内容により包括的に対応していくための検討を行

います。そのために必要となる、相談概要を記録したシートを作成し、相談者を必

要とする窓口へ適切につなげるための仕組みの導入や所管ごとで行うサービスや

情報の共有化、医療情報等の専門性のある情報の提供方法等の課題についても調

査・研究を進めていきます。  

また、役場庁舎及び歌登支所での申請手続き等を一つの窓口で一元的に対応でき

るようにする「ワンストップサービス」については、その機能の整理や実現の可能

性についての調査・研究をしていきます。  

 

 ■ 地域における見守り体制の充実               

  近年の核家族化や価値観の多様化などにより、地域コミュニティの希薄化が進

む中、福祉的な支援が必要にもかかわらず、地域から孤立した状態で亡くなられ

る「孤立死」の事案が発生しており、高齢者や障がいのある方などへの見守り体

制の充実が求められています。  

  本町においては、「孤立死」といった痛ましい事案の発生を未然に防ぎ、地域

において孤立することなく、安全で安心な生活を送ることができるようにするた

め、地域住民の意識醸成、「枝幸町地域見守りネットワーク事業」により見守り
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対象者の実態把握に努め、社会福祉協議会などの関係機関、民生委員、老人クラ

ブ、自治会・町内会、郵便局や新聞販売所等の民間事業者との見守り対象者情報

の共有、積極的な働きかけ（アウトリーチ）、「宗谷総合振興局地域での見守り

体制連携連絡会議」との連携など、地域における見守り体制づくりを推進してい

きます。  

 

 ■ 総合的な権利擁護体制の推進                

高齢者・障がい者・児童などを虐待や権利侵害行為から護るため、未然防止、早

期発見、早期対応に向けた「枝幸町虐待防止対策会議」をはじめ、社会福祉協議会

や関係機関と連携を図り、地域において権利擁護に関する制度等が総合的に提供さ

れる体制の構築に向けて検討を進めていきます。  

また、認知症高齢者や知的障がい及び精神障がいのある方など判断能力が不十分

な方々が地域において安心して生活を送るためには、※日常生活自立支援事業や※

成年後見制度をはじめとする権利擁護に係る支援が必要となります。  

＊成年後見制度については、第４章成年後見制度利用促進計画をご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■ 避難行動要支援者への支援体制               

『枝幸町地域防災計画』に基づき、災害が発生する恐れがある場合に自ら避難す

ることが困難である方々に対し、円滑かつ迅速な避難の確保を図るために「避難行

動要支援者名簿」を整備しています。  

地域防災計画では、避難行動要支援者に関する情報の収集・把握と適正な情報管

理を行い、避難場所、避難経路等の具体的な避難方法等についての個別計画の策定

に努めるよう定められていることから、一人ひとりに合った個別計画を作成し、災

害時避難行動支援者システムを活用した個別計画の登録・保管・管理を行い、平常

時からの支援体制の整備に努めます。  

なお、個別計画は避難行動要支援者名簿に基づき、避難支援を行う関係機関等が

主体となり、支援実施者や支援方法等が決定されます。  

  また、「枝幸町避難行動要支援者避難支援プラン全体計画」において、避難行

動要支援者名簿の作成や支援体制の確立などの詳細が定められています。  

 

 

※日常生活自立支援事業 

利用者本人が社会福祉協議会と契約を結び、福祉サービスの利用援助（情報提供、助言、手続きの援

助など）や日常的な金銭管理などのサービスを受けることができる制度で、「成年後見制度」の補完的

な性格を持ちます。 

※成年後見制度 

認知症、知的障がい、精神障がいなどの理由で、財産の管理や福祉サービス等の契約などの判断能力

が十分でない人を保護し、支援するための制度です。判断能力の状態により「後見」「補佐」「補助」

から成る「法定後見制度」のほかに、将来判断能力が不十分になった場合に備えるための「任意後見制

度」があります。  
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～「避難行動要支援者名簿」の整備～ 

本町では「避難行動要支援者名簿」を整備・管理しています。 

この制度は、「地域の助け合い」（共助）において推進するもので、避難支援等

関係者や関係機関の方々の善意と地域の助け合いにより支援を行うものですが、災

害時の状況によっては、避難支援等関係者やその家族も被災者となり得ますので、

安全確保に十分配慮いただき可能な範囲での避難支援等をお願いしていきます。  

そのためにも「自分の身は自分で守るという心構えと災害への備え」（自助）が

重要となっています。 

 

■ 重層的支援体制整備事業への参画               

  国で進めている「重層的支援体制整備事業」については、２０４０年に向け、す

べての市町村での包括的な支援体制の整備をめざしており、地域福祉計画の２期年

（概ね１０年程度）を目途に各分野の支援関係機関等や支援者等の強化や連携体制

の構築を図ることとしており、町としても、既存の相談支援体制の整理・評価を行

いながら、本町の人口規模や地域資源に適した形での「重層的支援体制整備事業」

の導入について、検討を進めることとします。 
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成年後見制度利用促進計画 

 

【成年後見制度とは】 

認知症、知的障がい、精神障がいなどの理由で判断能力が十分でない方は、

不動産や預貯金などの財産の管理、介護などのサービスや施設への入所に関す

る契約、遺産分割の協議などの必要があっても、自分でこれらのことをするこ

とが難しい場合があります。  

また、自分に不利益な契約であっても、よく判断ができずに契約を結んでし

まい、悪徳商法や特殊詐欺の被害にあうおそれもあります。このような判断能

力の不十分な方々を保護し、本人の意思を尊重し、本人の希望にそった支援を

行うのが、「成年後見制度」です。  

 

第１節 計画策定の背景 

 

１ 計画の概要と趣旨 

認知症や知的障がい及び精神障がいなどがあることにより、財産の管理や日常生活

等に支障がある人たちを社会全体で支え合う仕組みづくりが、地域社会における喫緊

の課題であります。しかし、これらの人たちを支える重要な手段である成年後見制度

はまだ十分に利用されていません。  

このような状況の中、成年後見制度の利用の促進に関する基本理念や基本項目を定

めるとともに、施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とした、「成年後見制

度の利用の促進に関する法律」が平成28年５月に施行されました。 

また、この法律に基づき、「成年後見制度利用促進基本計画」が平成29年3月に定

められ、令和4年3月には、「第二期成年後見制度利用促進計画」として、「尊厳のあ

る本人らしい生活の継続」と「地域社会への参加を図る権利擁護支援の推進」に向け

た計画の見直しが行われています。  

今後は、本町においても増加傾向にある認知症高齢者や障がい者の権利擁護支援の

ため、成年後見制度の利用の促進に関する施策を計画的に推進する必要があります。  

 

２ 計画の位置づけ 

「成年後見制度利用促進計画」（以下「計画」という。）は、成年後見制度の利用

の促進に関する法律（平成28年法律第29号。以下「促進法」という。）第23条第１

項の規定に基づき、国の基本計画を勘案して、本町の区域における成年後見制度の利

用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるものであります。  
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本計画は、「枝幸町地域福祉計画」に包含することで、地域共生社会の連動性を高

めるとともに、基本目標の達成を目指します。 

 

３ 計画の期間 

国の基本計画は、第二期計画の期間を令和４年度から令和８年度までとしています

が、本計画は平成３１年度に策定し、枝幸町地域福祉計画（平成 28 年３月策定）に

包含したことから、第２次計画以降においては、枝幸町地域福祉計画と同期間として

います。 
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第２節 成年後見制度における現状と課題 

 

１ これまでの取り組み  

認知症高齢者や一人暮らし高齢者等の増加に伴い、成年後見制度の必要性は一層高

まってきており、その需要はさらに増大することが見込まれています。  

また、成年後見制度において、後見人等が認知症高齢者や知的障がい及び精神障が

い等がある方の各種サービスの利用契約等を中心に後見等の業務を行うことが多く想

定されていますが、成年後見制度の諸課題に対応するためには、弁護士や司法書士な

どの専門職後見人がその役割を担うだけでなく、専門職後見人以外の「市民後見人」

を中心とした支援体制を構築する必要があります。  

そのような中、町内では、社会福祉協議会において、「法人後見事業」を行い、「枝

幸町成年後見中核機関」と連携し、権利擁護の推進を図っています。  

平成２５年度には、地域における市民後見人の養成及び活動を推進するため、「枝

幸町市民後見人養成講座」を開催し、市民後見人を確保できる体制の整備・強化を図

ってきました。 
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第 10 期 
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（1）枝幸町市民後見人養成研修講演会 ～啓発（募集）セミナー～の開催  

「成年後見」の重要性とそれを担うのは身近な立場で支援を行える「市民後見

人」であることを学び、「人にやさしい健康福祉のまちづくり」を考えるきっかけ

とすることを目的として開催し、成年後見制度の周知及び市民後見人養成講座の

参加者募集を行いました。  

 

（２）市民後見人養成講座の開催  

平成 25 年度に北海道市民後見人養成等推進事業の助成を受け、「枝幸町市民後

見人養成講座」を実施し、24 名の方が市民後見人候補者として登録されました。  

●総申込者数   35 名 

●養成講座受講者 30 名（うち修了者 29 名 候補者登録 24 名  ） 

●制度学習受講者   3 名 

●未受講者     2 名 

 

（３）市民後見人フォローアップ研修の実施   

市民後見人候補者として登録された方及び養成講座を受講された方を主な対象

者として、フォローアップ研修を開催し、実務としての後見業務等に就く前段の

心構えや実例などの高い知識の習得により、地域で支え合う質の高い市民後見人

の養成をめざしてこれまで『フォローアップ研修』を 1７回開催し、平成 26 年

度と平成 29 年度、令和４年度には町民向け公開講座として３回実施しています。 

 ●平成 26 年度 1 回  ●平成 27 年度 2 回  ●平成２８年度  2 回  

●平成 29 年度 2 回  ●平成 30 年度 2 回  ●令和元年度   2 回  

 ●令和 2 年度（新型コロナウイルス感染症対策により未実施）  

 ●令和 3 年度 ２回  ●令和 4 年度 ２回  ●令和 5 年度   1 回 

 ●令和 6 年度 なし  ●令和 7 年度 １回     計１７回  

 

（４）成年後見制度利用支援事業の実施  

平成 25 年度に枝幸町成年後見制度利用支援事業実施規則を制定し、町長が行

う必要がある後見、保佐及び補助開始審判の申立て（町長申立）と成年後見制度

に係る費用を負担することが困難な方に対する支援（報酬額の助成）を行ってい

ます。 

●町長申立の実績  

・平成 26 年度 1 件【類型：後見  対象：障がい者  後見人：司法書士】  

・平成 29 年度 1 件【類型：後見  対象：高齢者  後見人：司法書士、市民後見人】  

・令和５年度    1 件【類型：後見  対象：高齢者  後見人：法人（株式会社）】  

・令和 7 年度    2 件【類型：後見  対象：高齢者  後見人：法人（弁護士）】  

 ●報酬額の助成の実績  

 ・平成 28 年度 1 件【後見人：弁護士】  

・令和７年度   1 件【後見人：弁護士】  
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３ 課題の分析  

（１）高齢者の課題  

令和５年度に実施した「在宅介護実態調査」の結果、主に行っている介護では

「家事（掃除、洗濯、買い物等）」の割合が 74.0％、「金銭管理」が 56.7％、「生

活面に必要な諸手続き」が 59.6%といずれも高い状況にありました。  

一人暮らし世帯や高齢者のみ世帯の増加により、身近に相談者がいない方々の

判断能力が低下し、特殊詐欺等の被害にあうケースも後を絶たず、財産管理や身

上監護等、法律面や生活面での支援を必要とする方が増えていくと推測され、成

年後見制度を利用した支援が必要となります。  

 

（２）障がい者の課題  

令和５年度に実施した「福祉に関するアンケート調査」の結果、成年後見制度

については、「名前は知っているが内容は知らない」と「名前も内容も知らない」

の合計が 62.0％と半数を超えていました。  

自由意見の中で、「親亡き後」の将来に不安を感じる声もあがっているほか「南

宗谷ひだまりの会利用者調査」においても、各種の手続き、病気や通院、生活費

や財産の管理などへの不安度が高い結果となり、障がい者を見守る家族等の高齢

化が懸念され、「親亡き後」の支援が必要となります。  

 

（３）市町村長申立における課題  

老人福祉法、精神保健福祉法、知的障害者福祉法で「福祉を図るために特に必

要と認められるとき」においては、市町村長に成年後見制度利用の審判の請求権

（市町村長申立）が与えられています。  

しかし、アンケート調査の結果からも、今後の制度利用が必要な方が多数存在

するにもかかわらず、制度利用件数が少数であり、市町村長申立の利用件数も非

常に少ない状況にあります。  

その原因としては、成年後見制度は弁護士等の専門職が行う財産管理のための

制度であるなどの誤解や手続きが煩雑で膨大な労力と時間を要するなどのほか、

市町村長申立を含め十分な周知が行えていないことから、成年後見制度に対する

理解が不十分であることが考えられます。 

そのため、制度利用に関する周知の強化が必要となります。   

 

 

第３節 計画の基本的な考え方  

 

１ 基本方針  

（１）基本目標 

成年後見制度の利用促進にあたっては、第 2 次の計画を踏襲し、次の３本の柱

を基本とし、本計画の基本目標を次のとおり定めます。  
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『誰もが安心して利用できる成年後見制度の環境づくり』
【３本の柱】 

①「※ノーマライゼーション」  

●個人としての尊厳を重んじ、その尊厳にふさわしい生活の保障。  

②「自己決定権の尊重」 

●本人の意思決定支援が適切に行われた自発的意思の尊重。  

③「財産管理と身上保護の重視」  

●本人の生活向上に資する財産の利用と身上保護の重視。  

 

 

 

 

（２）基本的な考え方 

基本目標を達成するためには、ノーマライゼーションや自己決定権の尊重等の

理念と本人保護の理念との調和の観点から、保健・医療・福祉・司法による地域

体制の構築と権利擁護支援の地域連携ネットワークを整備する必要があります。  

次の３つの役割に基づき、地域連携ネットワークの仕組みづくりを図ります。  

 

【３つの役割】 

① 権利擁護支援の必要な人の発見・支援  

② 早期の段階からの相談・対応体制の整備  

③ 意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用に資する支援体

制の構築 

 

（３）施策の体制  

権利擁護の支援を必要とする方に対し、迅速かつ適切な支援を行う機関である

「枝幸町成年後見中核機関」が中心となり、実効性のある施策を推進します。 

 

≪基本目標≫ 

『誰もが安心して利用できる成年後見制度の環境づくり』
 

 

 

 

 【 基 本 施 策 】 

１．利用者がメリットを実

感できる制度・運用へ

の改善 

２．権利擁護支援の地域連

携ネットワークの構築 

３．安心して利用できる成

年後見制度の環境整備  

 

【 行 動 目 標 】 

①利用者に寄り添った運

用 

②報酬助成などによる後

見制度の利用促進 

①権利擁護支援の地域連

携ネットワークの構築

及び枝幸町成年後見中

核機関の機能拡充 

①不正事案の発生を未然

に抑止する仕組みの充

実 

※ノーマライゼーション 

障がいのある方や高齢者など社会的に不利益を受けやすい方々が、社会の中で他の方々と同じように

生活し、活動することが社会の本来あるべき姿であるという考え方。  
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２ 基本施策実現に向けた取り組み   

【基本施策】１．利用者がメリットを実感できる制度・運用への改善  

制度の利用が必要な人に積極的に成年後見制度を利用してもらうためには、本

人や親族、関係機関の支援者等が、制度について十分に理解する必要があります。  

このため、制度の周知・広報活動を強化するとともに、制度の運用を通して、

意思決定支援・身上保護も重視した適切な後見人候補者の調整等の利用者に寄り

添った支援を推進します。  

●行動目標 ①利用者に寄り添った運用  

・高齢者や障がい者の特性に応じた意思決定支援及び身上保護支援に取り組みま

す。 

・町民や関係者への制度理解を推進し、成年後見制度利用支援事業等の周知に努

めます。 

・弁護士等の専門職団体や関係機関と連携し、分かりやすい相談体制の構築に努

めます。 

・家庭裁判所との情報交換・調整を積極的に行い、利用しやすい成年後見制度の

運用に努めます。 

・後見人等の不適正・不適切な職務に関する苦情や、本人・親族等の意向に沿わ

ない支援に関する不満への相談支援体制を強化します。 

●行動目標 ②報酬助成などによる後見制度の利用促進 

・成年後見制度の周知・広報活動、研修会や講演会を開催します。  

・利用予定者の心身の状況に応じた適切な利用に努めます。 

・日常生活自立支援事業を利用している方の後見制度への移行について検討しま

す。 

 

【基本施策】２．権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築  

保健・医療・福祉・司法等が連携し、家庭裁判所の指導・協力のもと、権利擁  

護支援の必要な人を制度利用につなげるための体制づくりに努めます。  

このため、体制づくりにおいては、３つの役割の「権利擁護支援の必要な人の  

発見・支援」、「早期の段階からの相談・対応体制の整備」、「意思決定支援・身上 

保護を重視した成年後見制度の運用に資する支援体制の構築」に基づき、保健・ 

医療・福祉等によるネットワークを活用し、司法との連携による支援の構築を図  

ります。 

●行動目標 ①権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築及び枝幸町成年後見

中核機関の機能拡充 

・町民一人ひとりが地域社会へ参加し、尊厳のある本人らしい生活を継続するこ

とができるよう、枝幸町成年後見中核機関やその他の関係団体からなる、権利

擁護支援の地域連携ネットワークを構築します。 

・枝幸町成年後見中核機関が中心となり、地域連携ネットワークの機能を強化す  

るための取り組みと、権利擁護支援の必要な人の早期把握と早期支援に対応で  

きる体制を整備します。 

・権利擁護支援の地域連携ネットワークが、持続可能な形でその役割を果たせる
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ように、枝幸町成年後見中核機関では、成年後見制度の利用促進に関する全

体構想について協議を行う機能の強化に努めます。 

・後見人や福祉サービス関係者、医療機関関係者等の権利擁護支援チームによ

り被後見人を支援し、公的サービスとの一体的な支援につなげます。  

・権利擁護支援を推進し、『支える側』と『支えられる側』という従来の関係を

超えて、住み慣れた地域において、すべての住民が、尊厳のある本人らしい

生活を継続することができるよう、社会全体で支え合いながら、ともに地域

を創っていく「地域共生社会」の実現を目指します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
枝幸町成年後見 

中核機関 
 

・制度の広報 

・相談・申し立て支援 

・会議（ケース・体制整備） 

・親族後見人支援 

・市民後見人養成・支援 

・その他 

医療関係機関 

国保病院・調剤薬局・歯科医院 

福祉施設・福祉関係機関 

 地域活動支援センター・ワークセンター南宗谷ひだまり・グループホームともいき・ぽえっと 

特養枝幸苑・デイサービスセンター枝幸苑・特養歌翠園・デイサービスセンター歌翠園 

ホームヘルプサービスステーション歌翠園・枝幸ホームヘルプサービスセンター・訪問看護ステーション 

 金融関係機関 

稚内信用金庫（枝幸・歌登）・宗谷南農業協同組合・枝幸漁業協同組合 

ゆうちょ銀行（枝幸・歌登・乙忠部・音標） 
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【基本施策】３．安心して利用できる成年後見制度の環境整備  

成年後見制度は、制度自体の難しさや利用手続きの煩雑さなどにより、一般的

には利用しにくい制度と思われています。  

また、後見人等には、家族などの親族が選任される場合と弁護士等の第三者の

専門職が選任される場合がありますが、専門職以外の親族後見人等の場合には、

その知識不足等から不正事件が発生しています。  

そのため、制度の普及啓発の強化により、制度の理解促進を図り、不正防止の

意識づくりや関係機関の連携促進、不正防止のためのチーム体制の構築が必要で

あります。 

●行動目標 ①不正事案の発生を未然に抑止する仕組みの充実  

・町民への制度理解と周知を行い、信頼される制度運用に努めます。  

・地域連携ネットワークにおける権利擁護支援チームでの対応や支援を行う中

で、不正の未然防止や早期発見へつなげます。  

・福祉の専門職団体や関係機関へ成年後見制度の研修を行い、必要な人に支援

が行われる体制をつくります。  

・関係機関と情報の共有を図り、ニーズの把握に努め適切な対応に取り組みま

す。また、不正の未然防止を図ります。  

 

第４節 成年後見制度利用促進計画の評価指標  

 

国の基本計画に盛り込まれた施策については、随時、国においてその進捗状況を把

握・評価し、目標達成のために必要な対応について検討することとしています。  

 

１.計画の進行管理及び点検 

成年後見制度利用促進法第 23 条第 2 項では、「市町村は、当該市町村の区域にお

ける成年後見制度の利用の促進に関して、基本的な事項を調査審議させる等のため、

当該市町村の条例で定めるところにより、審議会その他の合議制の機関を置くよう努

めるものとする。」と規定されており、その機関を活用し、市町村計画の検討・策定を

進めるほか、当該地域におけるネットワークの取り組み状況について調査・審議し、

地域における取り組み状況の点検、評価等を継続的に行うことが望ましいとしていま

す。 

ただし、地域における体制整備は、地域福祉や地域包括ケア等の既存の資源・仕組

みを活用しつつ、地域福祉計画など既存の施策と有機的な連携を図りつつ進めるもの

としており、本計画の評価及び進行管理を行う上で、高齢者福祉部門、障がい者福祉

部門など関係部署と連携・調整を図り取り組みます。また、必要がある場合には、適

切な見直しを行います。 

２.国の法律改正による成年後見制度の見直し 

 2026年以降、高齢化の進展などによる成年後見制度をめぐる諸事情に鑑み、成年

後見制度を利用する本人の尊厳にふさわしい生活の継続やその権利利益の擁護等によ

る見直しに向けた検討がなされていることから、国の動向に注視するとともに、家庭

裁判所や関係機関と連携を図り、被後見人のニーズに合った適切な対応を行うよう配

慮します。  
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再犯防止推進計画 
 

１．計画策定の趣旨 

犯罪をした人等の中には、安定した仕事や住居がない人、薬物やアルコール等への

依存のある人、高齢で身寄りがない人など地域社会で生活するうえでさまざまな課題

を抱えている人が多く存在します。そのような人の再犯を防止するためには、刑事司

法手続の中だけでなく、刑事司法手続を離れた後も、継続的にその社会復帰を支援す

ることが必要と考えられます。  

犯罪をした人等が、円滑に社会の一員として復帰することができるようにすること

で、町民が犯罪による被害を受けることを防止し、安全で安心して暮らせる社会の実

現に寄与することを目的として策定するものです。  

 

２．計画の位置づけ 

再犯の防止等の推進に関する法律第７条（平成２８年法律第１０４号）による国の

再犯防止推進計画に基づき、同法第８条に基づく、本町の再犯防止推進計画として策

定します。 

本計画は、「枝幸町地域福祉計画」に包含することで、地域共生社会の連動性を高

めるとともに、基本目標の達成を目指します。  

 

３．計画の推進方法 

枝幸町は、次の取組を通じて、本計画の推進を図ります。 

 

① 就労・住居の確保等のための取り組みの推進  

② 保健・医療・福祉・介護サービスの利用の促進等のための取り組みの推進  

③ 民間協力者の活動促進等への支援や、広報・啓発活動等の取り組みの推進  

 

４．計画推進のための取り組み 

（１）就労・住居の確保等のための取り組み 
刑務所に再び入所した人のうち約７割が、再犯時に無職であった人となっており、

仕事に就いていない人の再犯率は、仕事に就いている人の再犯率と比べて約３倍と高

く、不安定な就労状態から再犯に至っている状況にあることから、前科前歴を有する

人に対しての就労支援を強化することが必要です。 
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また、刑務所満期出所者のうち約５割が適当な帰住先が確保されないまま刑務所を

出所しており、これらの人の再犯に至るまでの期間が、帰住先が確保されている人と

比較して短くなっていることから、安定した生活場所の確保が必要となります。 

 

＜具体的な取り組み＞ 

① 就労の確保等 

保護司会やハローワークと協力し、就職先の確保及び就労するまでの生活の支援

等を行います。 

② 住居の確保等 

空き家となっている町営住宅への入居調整を行う等、住居支援を行います。 

 

 

（２）保健・医療・福祉・介護サービスの利用の促進等のための取り組み  

覚醒剤取締法違反による検挙者数は毎年１万人を超えており、再犯率も高いことか

ら薬物依存症からの回復に向けた継続的で息の長い支援が必要です。 

 

＜具体的な取り組み＞  

① 薬物乱用防止に関する啓発活動の推進  

警察や保護司会、薬物乱用防止指導員と協力し、中高生に対する「薬物乱用防止

教室」の開催、薬物乱用防止啓発活動等を推進します。  

② 高齢・障がいを有する方等への支援 

北海道地域生活定着支援札幌センター等の関係機関と協力し、高齢者福祉施設等

への入所調整に対する支援を行います。  

 

（３）民間協力者の活動促進支援や、広報・啓発活動などの取り組み 

再犯の防止等に関する施策の実施は、多くの民間ボランティアの協力によって支え

られてきましたが、保護司を始めとする民間ボランティアが減少傾向にあり、さらに

民間団体等が再犯の防止等に関する活動を行おうとしても必要な体制等の確保が困難

であることから、民間協力者の活動が促進されるよう支援することが必要です。 

また、再犯の防止等に関する施策は、地域住民にとって必ずしも身近でないため、

“社会を明るくする運動”や再犯の防止等に関して広報や啓発活動に努め、地域住民

の関心と理解を深めることが必要です。 

 

＜具体的な取り組み＞ 

① 民間協力者の活動の促進等 

・南宗谷地区保護司会が主催する保護司候補者検討協議会の委員に就任するなど  

し、保護司適任者の確保について協力します。 

・南宗谷地区保護司会及び同会枝幸支部並びに同会歌登支部と情報交換を行い、

更生保護制度の理解を深めるよう努めると共に、保護司会との連携の強化を図

ります。 
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・南宗谷地区保護司会は、地域の安全・安心に寄与するため、犯罪をした人等の

更生支援活動及び犯罪予防活動に積極的に取り組むための研鑽にも努めている

ため、これら民間団体の研鑽を支援します。 

 

② 広報、啓発活動の促進  

・“社会を明るくする運動”等の啓発活動に支援・協力し、特に同運動の強調月

間及び再犯防止啓発月間において、地域の安全・安心に関する広報、啓発イベ

ント等を南宗谷地区保護司会等と連携して実施します。 

・ 本町が発行する、広報誌等において、更生保護活動について広報するなどし、 

更生保護事業に対する地域住民の関心と理解を深めます。  
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計画の推進 
 

１．計画の推進体制 

（１）計画の周知  

地域福祉の推進には、本計画の考え方や施策について、地域住民をはじめ関係

団体などが共通の理解を持つことが重要です。  

そのため、町のホームページへの掲載などさまざまな機会に、本計画の周知を

図ります。 

 

（２）協働による計画の推進  

住み慣れた地域で、つながり・支え合い・助け合いながら安心して暮らすこと

ができる「地域共生社会」の実現をめざすには、地域住民、ボランティア団体、

医療・福祉関係者、社会福祉協議会等とともに連携・協働しながら、本計画を推

進していきます。 

 

２．計画の進行管理 

本計画の進捗状況の管理・評価については、計画を立て（Plan）、実行（Do）、

定期的な評価（Check）、評価をもとにした改善（Action）する、PDCAサイクルの

構築に努め、各事業の実施状況等を把握・分析・評価しながら改善・見直しを図りま

す。 

 

ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

  

事業の実施結果を
検討し、有効でない
部分を改善する  

計画に沿っているか、
また有効かどうか評
価する 

目標を設定し、解
決策を考え計画を
策定する 

計画の事業を実際
に行う 
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